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第２章 子ども・子育てを取り巻く現状 
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4,113

3,595

3,783

4,215

5,184

6,853

6,491

6,291

6,719

5,694

4,698

3,833

4,081

4,419

3,331

2,301

1,493

691

226

0 2,000 4,000 6,000 8,000 

男性（78,011人）

(人)

3,853

3,429

3,596

3,822

3,867

4,713

5,036

5,125

5,900

5,024

3,979

3,447

4,131

4,300

3,575

2,578

2,088

1,267

841

0 2,000 4,000 6,000 8,000

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上
女性（70,571人）

(人)

  

１ 統計からみる刈谷市の状況 

 

（１）人口の状況 

年齢階級別人口をみると、男性では、25～29 歳、30～34 歳、35～39 歳、40～44 歳がそれ

ぞれ 6,000 人を超えています。女性では 40～44 歳が最も多く、いわゆる団塊ジュニア世代が

多くなっています。20 歳代後半から 40 歳代前半の子育て世代が多いことが本市の特徴とな

っています。 

また、年少人口については、５～９歳、10～14 歳に比べて、０～４歳のほうが多くなって

います。 

 

◆年齢階級別人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（平成 26 年 10 月 1 日） 
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22,896 21,549 21,907 22,753 22,365 22,369

87,510 91,805 95,044 99,859 99,517 99,103

9,451 11,941 15,080
18,910 23,009 27,110120,126 125,305

132,054
142,134 145,781 148,582

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成26年

0～14歳 15～64歳 65歳以上 総数

（人）

4,840 4,859 4,898 4,945 4,895 4,872 4,839 4,810 4,768 4,722

4,336 4,369 4,376 4,348 4,404 4,459 4,485 4,439 4,418 4,389

4,408 4,264 4,193 4,163 4,195 4,188 4,178 4,229 4,284 4,310

4,609 4,497 4,439 4,330 4,210 4,155 4,099 4,130 4,125 4,114

18,193 17,989 17,906 17,786 17,704 17,674 17,601 17,608 17,595 17,535

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

平成

22年

平成

23年

平成

24年

平成

25年

平成

26年

平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

平成

31年

０～２歳 ３～５歳 ６～８歳 ９～11歳 総数

（人）

実績 推計

本市の総人口は増加傾向にあるものの、65歳以上の高齢者人口が増加しており、０～14 歳

の年少人口、15～64 歳の生産年齢人口は平成 17 年をピークに微減傾向となっています。 

 

◆年齢３区分人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※年齢不詳者がいるため年齢３区分人口の合計と総数は一致しません。 

資料：平成 22 年までは国勢調査（各年 10 月 1日）、平成 26 年は住民基本台帳（10 月 1 日） 

 

本市の児童人口（０～11 歳）は、今後、大幅ではないものの減少傾向で推移し、平成 25

年の 17,786 人から、平成 31 年には 17,535 人になることが予測されます。 

◆児童人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳及び外国人登録人口（各年 10 月 1 日）、推計はコーホート変化率法※１により算出 

                                                   
※１ コーホート変化率法：ここでの「コーホート」とは、同じ年（または同じ期間）に生まれた人々の集団のことを指し、各コー

ホートについて、過去における実績人口の動勢から「変化率」を求め、それに基づき将来人口を推計する方法です。こ

のため、大規模開発等が実施された場合は、推計値と大きくずれる可能性があります。 
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42,470 44,775 48,941
55,678 58,917 62,384

2.83 2.80
2.70

2.55
2.47 2.38

1.00

2.00

3.00

0 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成26年

（世帯）

世帯数 世帯あたり人員数

（人）

1.58 1.70 1.71 
1.77 1.76 

1.43 1.43
1.52

1.46 1.46

1.37 1.37 1.39 1.39 1.41

1.20 

1.40 

1.60 

1.80 

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

刈谷市 愛知県 全国

（人）

（２）世帯の状況 

本市の世帯数は増加しており、平成 26年には 62,384 世帯となっています。しかしながら、

世帯あたりの人員数は、核家族化等の影響により減少しており、平成 26 年には、2.38 人と

なっています。 

 

◆世帯数の推移 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

資料：平成 22 年までは国勢調査（各年 10 月１日）、平成 26 年は住民基本台帳（10 月 1 日） 

 

（３）出生の状況 

本市の合計特殊出生率※２は増加傾向にあり、国・県を上回って推移しています。平成 20

年と比較して 0.18 増加し、平成 24 年で 1.76 となっています。 
 

◆合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：愛知県衛生年報、刈谷市（各年 10 月 1 日） 

                                                   
※２ 合計特殊出生率：その年の女性の年齢別出生率が変わらないという仮定のもとで、1 人の女性（15～49 歳）が、生涯

に平均何人の子どもを産むかを推計した値です。人口を維持するための必要な水準は、2.07～2.08 とされています。 
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19.4 

73.7 
70.1 

57.8 59.0 

66.8 
70.9 69.6 

61.0 

44.9 

16.0 
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30

50
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90

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65歳

以上

平成12年 平成22年

（％）

1.1 

1.4 

1.1 

0.8 

1.1 

11.0 

11.4 

9.5 

9.9 

8.9 

33.7 

32.3 

33.9 

33.3 

32.7 

36.3 

37.7 

36.8 

35.7 

36.8 

16.1 

15.4 

16.3 

17.6 

18.0 

1.8 

1.8 

2.4 

2.7 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成20年

平成21年

平成22年

平成23年

平成24年

19歳以下 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40歳以上

 

母親の年齢別出生割合の推移をみると、晩婚化等の影響により、20～24歳が減少しており、

35～39 歳が増加傾向にあります。 

 

◆母親の年齢別出生割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：愛知県衛生年報（各年 10 月 1日） 

 

（４）女性の就労等の状況 

本市の女性の労働力率をみると、子育て期にあたる 30 歳代の割合が低くなっており、Ｍ字

カーブを描いています。平成 12 年と平成 22 年を比較すると、Ｍ字の谷の部分が浅くなって

きており、子育て期でも働く女性が増加していることがうかがえます。 

 

◆女性の労働力率の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                     資料：国勢調査（各年 10 月 1日） 
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956 894 947 929 911 888

1,025 953 890 941 915 912

1,040
1,023 950 878 925 899

3,021
2,870 2,787 2,748 2,751 2,699

0

1,000

2,000

3,000

4,000

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

３歳児 ４歳児 ５歳児 総数

（人）

426 422 486 507 517 560

308 315
334 373 360 360

364 314
340

368 407 371
356 354

314
356 373 414

1,454 1,405 1,474
1,604

1,657 1,705

0

500

1,000

1,500

2,000

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

０～２歳 ３歳 ４歳 ５歳 総数

（人）

 

（５）幼稚園・保育園の状況 

本市の０～５歳の人口は、ほぼ同数で推移しているなか、幼稚園の入園者数は減少傾向に

あり、平成 20 年の総数 3,021 人から平成 25 年には 2,699 人と約 11％減となっています。 

一方、保育園の入園者数は増加傾向にあり、平成 20 年の総数 1,454 人から平成 25 年には

1,705 人と約 17％増となっています。特に０～２歳の入園者数が増加しています。今後も０

～２歳の低年齢児の保育ニーズが高まることが予測されるため、需要に即した整備を進める

ことが必要となっています。 

 

 

◆刈谷の幼稚園の入園状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：刈谷の統計（各年 5月 1日） 

◆刈谷の保育園の入園状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：刈谷の統計（各年 4月 1日） 
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２ ニーズ調査結果 

 

（１）調査概要 

本計画策定にあたる基礎資料として、子育て家庭の生活実態、教育・保育や子育て支援

サービスの利用状況・利用意向、子ども・子育てに関する要望・意見等を把握するため、ニ

ーズ調査を実施しました。 

 

◆調査実施の概要 

調査地域 刈谷市全域 

調査対象者 
・刈谷市内在住の「就学前児童」の保護者 

・刈谷市内在住の「小学生（１～３年生）児童」の保護者 

抽出方法 
住民基本台帳より、就学前児童（０～５歳児）2,000 人、 

小学生（１～３年生）児童 1,000 人の合計 3,000 人を無作為抽出 

調査期間 平成 25 年 11 月８日～11月 22 日 

調査方法 郵送による配布・回収 

 

 

◆回収率 

 配布数 回収数 回収率 

就学前児童保護者 2,000 1,202 60.1％ 

小学生児童保護者 1,000 626 62.6％ 

合計 3,000 1,828 60.9％ 
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26.7 

60.5 

2.0 

16.6 

11.1 

1.3 

27.5 

56.1 

4.0 

23.3 

12.3 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80%

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族に

みてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には子どもをみてもらえる

友人・知人がいる

いずれもいない

不明・無回答

就学前児童（Ｎ=1,202）

小学生児童（Ｎ=626）

84.6 

81.9 

11.4 

11.0 

9.8 

13.6 

20.3 

0.2 

9.7 

0.5 

2.0 

0.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

祖父母等の親族

友人・知人

近所の人

子育て支援施設・ＮＰＯ

保健所・保健センター

保育士

幼稚園教諭

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

行政の子育て関連担当窓口

その他

不明・無回答
就学前児童（Ｎ=1,202）

75.0 

82.9 

9.4 

18.4 

4.4 

0.4 

0.6 

5.5 

0.4 

0.0 

5.5 

0.4 

2.4 

0.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

祖父母等の親族

友人・知人

近所の人

小学校の先生

放課後児童クラブ

放課後子ども教室

児童館

塾などの習い事

保健所・保健センター

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

行政の子育て関連担当窓口

その他

不明・無回答
小学生児童（Ｎ=626）

（２）子どもの育ちをめぐる環境について 

《日頃お子さんをみてもらえる親族・知人の状況》 

○ 日頃、お子さんをみてもらえる親族・知人は、「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」

が就学前児童では 26.7％、小学生児童では 27.5％で、「緊急時もしくは用事の際には祖父

母等の親族にみてもらえる」ではともに６割前後と、身近な親族を頼る人が多くなってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《子育てや教育についての相談》 
 

○ 相談先は、就学前児童、小学生児童ともに「祖父母等の親族」「友人・知人」がそれぞれ

８割前後で、専門機関より身近な人に相談する人が多くなっています。 
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81.9 

11.4 

11.0 

9.8 

13.6 

20.3 

0.2 
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0.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

祖父母等の親族

友人・知人

近所の人

子育て支援施設・ＮＰＯ

保健所・保健センター

保育士

幼稚園教諭

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

行政の子育て関連担当窓口

その他

不明・無回答
就学前児童（Ｎ=1,202）

75.0 

82.9 

9.4 

18.4 

4.4 

0.4 

0.6 

5.5 

0.4 

0.0 

5.5 

0.4 

2.4 

0.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

祖父母等の親族

友人・知人

近所の人

小学校の先生

放課後児童クラブ

放課後子ども教室

児童館

塾などの習い事

保健所・保健センター

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

行政の子育て関連担当窓口

その他

不明・無回答
小学生児童（Ｎ=626）
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16.4 

21.2 

7.9 

1.9 

16.1 

33.2 

1.2 

0.3 

54.0 

33.7 

3.7 

8.8 

0.6 

0.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童【母親】

（Ｎ=1,202）

小学生児童【母親】

（Ｎ=626）

フルタイム（１週５日程度・１日８時間程度の就労）で就労している

フルタイム（１週５日程度・１日８時間程度の就労）で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等（「フルタイム」以外の就労）で就労している

パート・アルバイト等（「フルタイム」以外の就労）で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

不明・無回答

5.3 

6.2 

29.2 

18.6 

41.1 

48.1 

1.9 

1.9 

22.5 

25.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童【母親】

（Ｎ=209）

小学生児童【母親】

（Ｎ=210）

フルタイム（１週５日程度・１日８時間程度の就労）への転換希望があり、実現できる見込みがある

フルタイム（１週５日程度・１日８時間程度の就労）への転換希望はあるが、実現できる見込みはない

パート・アルバイト等（「フルタイム」以外）の就労を続けることを希望

パート・アルバイト等（「フルタイム」以外）をやめて子育てや家事に専念したい

不明・無回答

 

（３）母親の就労状況 

《母親の就労状況》 

○ 母親の就労状況について、就学前児童では「以前は就労していたが、現在は就労してい

ない」が 54.0％となり、出産等を機に離職した人が半数以上みられます。小学生児童では

「フルタイム（１週５日程度・１日８時間程度の就労）で就労している」が就学前児童と

比較して高く、子どもの年齢が上がるにしたがい、再就職している母親が多くなっている

ことがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

○ パート・アルバイト等で働き続けることを希望する人の割合は、就学前児童の母親で

41.1％、小学生児童の母親で 48.1％となっています。また、パート・アルバイト等で就労

している人のフルタイムへの転換希望について、「フルタイム（１週５日程度・１日８時間

程度の就労）への転換希望があり、実現できる見込みがある」「フルタイム（１週５日程度・

１日８時間程度の就労）への転換希望はあるが、実現できる見込みはない」を合わせると、

就学前児童の母親で 34.5％、小学生児童の母親で 24.8％となっています。 
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19.0 

20.3 

42.8 

32.3 

12.8 

28.2 

25.4 

19.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童【母親】

（Ｎ=694）

小学生児童【母親】

（Ｎ=266）

子育てや家事などに専念したい（就労の予定はない）

１年より先、一番下の子どもが( )歳になったころに就労したい

すぐにでも、もしくは１年以内に就労したい

不明・無回答

○ 現在就労していない人の就労意向については、「１年より先、一番下の子どもが（ ）歳

になったころに就労したい」が就学前児童の母親で 42.8％、小学生児童の母親で 32.3％と

なっており、現在働いていなくても、条件が整えば働きたい希望のある母親がいることが

うかがえます。 
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58.7 40.2 1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童（Ｎ=1,202）

利用している 利用していない 不明・無回答
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32.4 

1.3 

0.1 

2.5 

3.5 

0.0 

1.0 

1.3 
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幼稚園

幼稚園＋幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

家庭的保育

事業所内保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

不明・無回答
就学前児童（Ｎ=706）
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41.3 
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5.1 

9.2 

7.1 

1.4 
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1.8 

2.5 

0% 20% 40% 60%

幼稚園

幼稚園＋幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

市役所が認証・認定した保育施設

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

不明・無回答
就学前児童（Ｎ=1,202）

 

（４）平日の定期的な教育・保育事業について 

《平日に幼稚園や保育所などを利用している人の状況》 

○ 平日に幼稚園や保育所などの施設やサービスを定期的に利用している人は、全体の

58.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

○ 利用している施設やサービスは、「幼稚園」「認可保育所」の割合が 51.3％、32.4％と高

くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《今後の利用意向》 

○ 現在の利用状況に関わらず、平日に「定期的に」利用したいと考える施設やサービスの

割合について、「幼稚園」51.7％、「幼稚園＋幼稚園の預かり保育」40.1％、「認可保育所」

41.3％となっています。 
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77.0 

22.4 

66.0 

21.1 

12.8 

0.6 

0.6 

20.4 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

放課後児童クラブ

放課後子ども教室

児童館

ファミリー・サポート・センター

その他

不明・無回答
小学生児童（Ｎ=626）

60.3 

24.6 

56.2 

33.0 

29.2 

4.2 

0.7 

16.2 

7.1 

0% 20% 40% 60% 80%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

放課後児童クラブ

放課後子ども教室

児童館

ファミリー・サポート・センター

その他

不明・無回答
就学前児童（Ｎ=1,202）

61.1 

25.0 

69.0 

26.8 

22.4 

3.7 

0.8 

17.1 

8.0 

74.8 

20.4 

70.8 

17.9 

12.1 

0.6 

0.5 

22.0 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

放課後児童クラブ

放課後子ども教室

児童館

ファミリー・サポート・センター

その他

不明・無回答

就学前児童（Ｎ=1,202）

小学生児童（Ｎ=626）

 

（５）小学校就学後の過ごし方について 

《放課後の過ごし方（小学生児童）》 

○ 小学校低学年の放課後の過ごし方について、「自宅」が 77.0％、「習い事」が 66.0％と 

なっています。放課後児童クラブの利用は、21.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《放課後児童クラブの利用希望》 

○ 放課後児童クラブの利用希望について、就学前児童では、低学年の時が 33.0％、高学年

の時が 26.8％となっています。小学生児童では高学年の時が 17.9％となっています。 

低学年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高学年 
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56.1 

0.7 

27.0 

1.6 

15.0 

92.9 

2.0 

4.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前児童【母親】

（Ｎ=1,202）

就学前児童【父親】

（Ｎ=1,202）

働いていなかった 取得した（取得中である）

取得していない 不明・無回答

11.7 

4.4 

2.8 

12.2 

0.0 

1.7 

0.6 

0.0 

8.9 

50.0 

10.6 

4.4 

1.1 

2.8 

16.1 

5.0 

34.5 

35.6 

7.7 

9.0 

26.8 

0.7 

20.2 

43.6 

0.4 

8.9 

0.3 

1.8 

5.2 

4.2 

0% 20% 40% 60%

職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった

仕事が忙しかった

仕事に早く復帰したかった

仕事に戻るのが難しそうだった

昇給・昇格などが遅れそうだった

収入減となり、経済的に苦しくなる

保育所などに預けることができた

配偶者が育児休業制度を利用した

配偶者が無職、祖父母等の親族にみてもらえる

など、制度を利用する必要がなかった

子育てや家事に専念するため退職した

職場に育児休業の制度がなかった

有期雇用のため育児休業の取得要件を

満たさなかった

育児休業を取得できることを知らなかった

産前産後の休暇（産前６週間、産後８週間）を

取得できることを知らず、退職した

その他

不明・無回答

就学前児童【母親】（Ｎ=180）

就学前児童【父親】（Ｎ=1,117）

※本選択は、「父親」にはない

※本選択は、「父親」にはない

  

（６）育児休業や短時間勤務制度など職場の両立支援制度について 

《育児休業の取得について》 

○ 育児休業の取得状況は、母親で 27.0％、父親で 1.6％と差がみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 育児休業を取得していない理由について、母親では「子育てや家事に専念するために退

職した」が 50.0％、父親では「配偶者が無職、祖父母等の親族にみてもらえるなど制度を

利用する必要がなかった」が 43.6％となっています。父親では、「仕事が忙しかった」35.6％、

「職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった」34.5％があげられています。 
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55.7 

49.6 

42.8 

40.0 

39.5 

38.1 

36.8 

35.5 

31.8 

25.2 

21.5 

21.4 

16.9 

15.0 

14.5 

21.3 

25.0 

24.0 

25.6 

29.5 

28.1 

24.5 

28.0 

27.7 

20.3 

28.6 

19.1 

28.3 

25.0 

22.9 

25.4 

20.6 

16.0 

27.2 

25.7 

29.6 

30.9 

31.8 

32.5 

26.6 

28.6 

52.9 

47.2 

4.6 

1.8 

6.1 

1.2 

2.9 

1.5 

4.1 

2.8 

6.5 

8.9 

4.4 

2.1 

1.5 

0.9 

2.2 

0.0 

0.2 

1.3 

0.4 

0.5 

0.0 

2.1 

6.3 

7.1 

0.0 

0.0 

0.8 

1.0 

3.3 

20.0 

6.3 

2.6 

3.6 

4.5 

5.6 

6.0 

16.5 

14.3 

6.6 

7.3 

75.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

臨時保育室（カンガルールーム）

（Ｎ=131）

生後４か月までのあかちゃん訪問

（Ｎ=815）

一時保育（Ｎ=180）

適応指導教室（Ｎ=25）

防犯メール配信サービス

（Ｎ=430）

子育て支援センター・子育て広場

（Ｎ=947）

ほのぼのルーム（Ｎ=524）

子育てサークル（Ｎ=220）

地域の子育てボランティア活動

（Ｎ=107）

はぐみんカード（Ｎ=751）

子ども相談センター（Ｎ=79）

育児ママ訪問サポート事業

（Ｎ=14）

市が運用している子育てに関する

ホームページ（Ｎ=136）

市が発行している子育てに関する

情報誌（Ｎ=233）

虐待ホットライン（Ｎ=4）

満足 やや満足 ふつう やや不満 不満 不明・無回答

 

 

（７）子育て施策の満足度について 

《各種子育てサービスについて》 

○ 市が実施している子育て支援サービスについての満足度は、『満足』（「満足」と「やや満

足」を合わせた割合）が「臨時保育室（カンガルールーム）」「生後４か月までのあかちゃ

ん訪問」で７割を超えています。 

 

【就学前児童】 
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19.0 

25.8 

30.4 

23.6 

6.2 

5.2 

14.6 

35.3 

34.2 

29.5 

30.2 

12.5 

15.0 

40.4 

33.8 

30.5 

31.0 

26.5 

58.6 

54.2 

34.7 

7.6 

6.2 

6.2 

14.0 

14.6 

18.1 

6.9 

2.5 

1.7 

1.7 

4.4 

4.9 

5.9 

1.9 

1.9 

1.6 

1.2 

1.2 

3.2 

1.6 

1.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て支援サービスの充実と利便性

（Ｎ=1,202）

妊娠・出産・育児期の健診の利便性

（Ｎ=1,202）

小児医療サービスの利便性

（Ｎ=1,202）

公園など、身近な子どもの遊び場の充実

（Ｎ=1,202）

企業・事業所などの子育て支援施策

（Ｎ=1,202）

犯罪などの少ない安心できる地域環境

（Ｎ=1,202）

総合的な子育てのしやすさ（Ｎ=1,202）

満足 やや満足 ふつう やや不満 不満 不明・無回答

9.9 

13.3 

24.1 

15.0 

4.0 

2.4 

8.3 

26.0 

28.1 

29.6 

28.9 

13.1 

12.5 

36.7 

48.2 

49.0 

36.7 

33.9 

62.0 

51.1 

42.7 

10.9 

5.8 

7.8 

15.2 

12.5 

25.2 

9.6 

3.7 

1.6 

1.3 

6.5 

6.2 

8.5 

2.1 

1.3 

2.2 

0.5 

0.5 

2.2 

0.3 

0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て支援サービスの充実と利便性

（Ｎ=626）

妊娠・出産・育児期の健診の利便性

（Ｎ=626）

小児医療サービスの利便性

（Ｎ=626）

公園など、身近な子どもの遊び場の充実

（Ｎ=626）

企業・事業所などの子育て支援施策

（Ｎ=626）

犯罪などの少ない安心できる地域環境

（Ｎ=626）

総合的な子育てのしやすさ（Ｎ=626）

満足 やや満足 ふつう やや不満 不満 不明・無回答

  

《分野別満足度について》 

○ 市における分野別満足度は、『満足』（「満足」と「やや満足」を合わせた割合）が就学前

児童では「妊娠・出産・育児期の健診の利便性」が 60.0％、「小児医療サービスの利便性」

が 59.9％、小学生児童では「小児医療サービスの利便性」が 53.7％となっています。 

 

【就学前児童】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【小学生児童】 
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３ 次世代育成支援行動計画の評価 

 

次世代育成支援行動計画（後期計画）で設定した「主な施策の目標値」について、進捗状

況を検証・評価しました。 

 

◆地域子育て支援拠点事業の充実 

事業概要 

子育て中の保護者の子育てへの不安感の緩和を図り、安心して子育てできる環

境を整備するため、子育てについての情報発信、相談、一時保育、赤ちゃん体操教

室の実施等を行っています。（センター型） 

子育て支援団体と連携し、主に乳幼児（０～３歳児）とその親を対象に、手遊び・

紙芝居・親子遊び等のふれあい遊び、育児相談、子育てに関する講習会、参加者

のネットワークづくりの支援等を行います。（ひろば型） 

 年度 

指標 
Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 

Ｈ26 

（見込み） 

目標値 センター型 

か所数 

－ 4 

実績値 4 4 4 4 4 4 

目標値 ひろば型 

か所数 

－ 3 4 

実績値 1 1 2 3 4 4 

検証・評価 

 ひろば型は計画当初は１か所での開設であり、平成 23 年度から１か所ずつ増

設され、平成 25 年度に計画目標を達成しました。センター型は平成 23 年４月のあ

おば子育て支援センターから、中央子育て支援センターへの移設により利用者も増

加し、その後も順調に推移しています。 

 各種子育て講座の開催、父親の子育て参加の場の提供等利用者のニーズに

応え、子育て支援の内容の充実を図ってきました。 

 

◆一時保育の充実 

事業概要 

非定期的に就労している人、育児疲れ解消等の理由で利用を希望する人に対

して、小学校就学前の児童を拠点保育園で一時的に保育します。また、保護者

の傷病、事故、出産、看護、冠婚葬祭等の理由により、小学校就学前の児童を

状況に応じて緊急一時的に保育します。 

 年度 

指標 
Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 

Ｈ26 

（見込み） 

目標値 
か所数 

－ 3 4 

実績値 3 3 3 3 4 5 

目標値 
定員（人） 

－ 30 40 

実績値 30 30 30 32 42 52 

検証・評価 

利用者ニーズも高く、か所数、定員とも目標値を上回る見込みとなりました。一時

保育を必要とする人が必要な時に利用できるようにするため、利用目的の明確化

や事業実施園のさらなる整備等の方策により、保護者のニーズに対応できる体制

の検討が必要です。 
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◆ファミリー・サポート・センターの充実 

事業概要 

仕事と育児を両立できる環境を整備するとともに、地域の子育て支援を行うた

め、育児の応援をしてほしい人と育児の応援をしたい人を組織化し、相互援助活動

を行います。 

 年度 

指標 
Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 

Ｈ26 

（見込み） 

目標値 会員数 

（人） 

－ 2,000 2,200 

実績値 1,947 2,142 2,355 2,494 2,766 2,800 

検証・評価 

会員数が当初目標を大幅に上回り、また活動件数も順調に伸びています。 

病児の預かりや低所得者の利用に対する補助金を交付したり、安全に子どもを

預かることへの意識付けと病児・病後児を預かる体制の整備を目的とし、援助会員

を対象に「病児を預かるための講習会」を実施するなど、利用しやすい体制を整備

してきました。 

 

◆ショートステイの充実 

事業概要 
保護者が傷病等により家庭における児童の養育が一時的に困難となった場合

に、県内の委託施設や登録養育者により一定期間養育します。 

 年度 

指標 
Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 

Ｈ26 

（見込み） 

目標値 養育者数 

（人） 

－ 12 

実績値 11 11 11 13 12 12 

目標値 
契約施設数 

－ 5 

実績値 5 5 6 7 8 8 

検証・評価 

隣接する東浦町の児童養護施設と新たに契約を締結したことなど、近隣の児童

養護施設が利用できるようになったことで、養育者数、契約施設数とも当初目標以

上の確保ができました。今後は利用者のニーズに合わせた施設案内など、ソフト面

の充実が必要です。 

 

◆臨時保育室（カンガルールーム）の設置 

事業概要 

子育て中の親が、社会活動・学習活動等に参加できるように、各種講座、イベン

ト、市議会等の開催時に、託児サポーターが保育を行う臨時保育室（カンガルール

ーム）を設置します。 

 年度 

指標 
Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 

Ｈ26 

（見込み） 

目標値 
事業数 

－ 45 50 

実績値 60 63 81 85 96 85 

検証・評価 

設置事業数が順調に伸び、利用者のニーズの高さがうかがえます。ニーズ調査

でも満足度が高く、子育て中の母親が社会活動や学習活動に参加できるようにな

り、また、母親同士の情報交換の場を提供することにも貢献してきました。 
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◆放課後子ども教室の充実 

事業概要 

学校施設を活用して、放課後に子どもたちの安全・安心な活動拠点を設け、地域

住民の参画を得て、子どもたちとともに遊びや学習、体験活動、地域住民の方との

交流活動等の取り組みを行うことにより、子どもの居場所づくりを行います。 

 年度 

指標 
Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 

Ｈ26 

（見込み） 

目標値 
か所数 

－ 9 15 

実績値 2 3 5 6 7 10 

目標値 
定員（人） 

－ 400 640 

実績値 120 240 280 360 440 600 

検証・評価 

毎年、実施校が増加しています。スタッフの確保等に努めるとともに、未実施校で

の活動拠点提供の調整を図り、計画年度終了後も継続して目標達成に向け、実施

校を増やすことが必要です。 

 

◆あかちゃん訪問の充実 

事業概要 
助産師が生後４か月未満のあかちゃんのいる家庭全戸を訪問し、母子の健康状

態を把握し、保護者の多様な相談に応じます。 

 年度 

指標 
Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 

Ｈ26 

（見込み） 

目標値 
訪問率（％） 

－ 75 78 

実績値 61 71 74 84 87 88 

検証・評価 

目標値を大幅に上回った訪問活動ができ、またニーズ調査の評価も高くなってい

ます。 

電話や保健師による訪問等で積極的な勧奨を行うなど、訪問率のさらなる向上に

向けた取り組みが必要です。 

 

◆通常保育事業の充実（待機児童の解消） 

事業概要 

通常保育事業の拡大により定員の増大を図るとともに、０、１、２歳児の待機児童

の増加に応えるため、年齢ごとの定員数を調整するなどの方策により、待機児童の

解消に取り組みます。 

 年度 

指標 
Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 

Ｈ26 

（見込み） 

目標値 待機児童数 

（人） 

－ 0 

実績値 10 5 3 6 4 6 

検証・評価 

保育園の増改築、新設等による定員増により、待機児童解消に向け事業を進め

てきました。 

今後も、出生や転入出等の人口動態及び女性の就労状況等から、市民の潜在

的な保育ニーズ量を的確に捉え、年齢ごとの定員数の見直しや施設の改修等を行

い、待機児童ゼロに向けた取り組みが必要です。 
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◆延長保育の充実 

事業概要 

基本の保育時間（8時 30 分から 16 時 30 分まで）に対し、市内全保育園で延

長保育を実施しています。保護者の就労形態の多様化に応えるため、19 時以降

も保育している保育園を計画的に整備するなど、延長保育の充実を図ります。 

 年度 

指標 
Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 

Ｈ26 

（見込み） 

目標値 
か所数 

－ 5 

実績値 4 5 5 5 6 7 

目標値 
定員（人） 

－ 600 

実績値 490 620 620 620 730 850 

検証・評価 

利用者のニーズに対応し、19 時以降の延長保育の実施園のか所数、定員とも目

標値を大幅に上回る見込みとなりました。現状の実施状況を踏まえ、今後は保護者

のニーズに対応できるよう実施か所の拡充等の検討が必要です。 

 

◆児童クラブの充実 

事業概要 

各学校に、第２児童クラブを整備することにより、定員の拡充と活動内容の充実

を図るとともに、指導員の資質向上、地域人材の活用を図ります。また、小学校区

において学校敷地内に児童クラブを整備することにより、移動時における児童の安

全確保に努めます。 

 年度 

指標 
Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 

Ｈ26 

（見込み） 

目標値 
クラブ数 

－ 24 25 

実績値 15 18 21 24 26 27 

目標値 学校敷地内

整備率（％） 

－ 87.0 93.0 

実績値 33.3 55.6 76.2 91.7 96.2 96.3 

目標値 
定員（人） 

－ 960 1,000 

実績値 600 720 840 960 1,040 1,080 

検証・評価 

計画当初からクラブ数、定員の拡充が図られ、また学校敷地内整備率も上昇し、

着実に事業を進めてきました。 

利用者のニーズに対応した学校ごとの２クラブ化も順調に進めてきました。 

 




